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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第91期

第１四半期連結
累計期間

第92期
第１四半期連結
累計期間

第91期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （百万円） 2,290 2,078 9,277

経常利益 （百万円） 158 93 969

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 103 64 626

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 178 △126 523

純資産額 （百万円） 6,948 7,030 7,241

総資産額 （百万円） 10,625 10,134 10,518

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 8.67 5.41 52.33

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 62.9 66.8 66.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △29 224 487

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △120 △42 △311

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △137 △121 △456

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 2,549 2,512 2,521

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における世界経済の動向としては、米国では、生産、投資にやや減速傾向が見られる

ものの、引き続き個人消費主体に堅調が続いており、欧州も、緩やかながら回復基調が持続しております。また、

中国をはじめとする新興国では、緩やかに景気が減速傾向にあり、ブラジルやロシアなどでは経済の低迷が続いて

おりますが、世界経済全体としては緩やかな回復が続いております。

　一方、日本経済の動向は、景気回復傾向が続いておりますが、円高が懸念材料となっております。

　こうした中、当社グループにおいては、オートモティブ部門では、国内市場で新製品の全自動フロンガス交換機

が好調なスタートを切るなど引き続き安定的に推移しましたが、インダストリアル部門では、海外市場での急速な

円高の影響等を受け、主力製品であるダイアフラムポンプが伸び悩み、低調な推移となりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の連結売上高は2,078百万円（前年同期比△212百万円、9.3％減）となり

ました。売上高を部門別にみますと、オートモティブ部門は572百万円（前年同期比1百万円、0.2％増）、インダ

ストリアル部門は1,204百万円（前年同期比△207百万円、14.7％減）となり、上記部門に属さないサービス部品や

修理売上などのその他の部門の売上高は301百万円（前年同期比△6百万円、2.0％減）となりました。

　利益面では、売上総利益は794百万円（前年同期比△76百万円、8.8％減）となり、営業利益は115百万円（前年

同期比△17百万円、13.2％減）、経常利益は93百万円（前年同期比△65百万円、41.1％減）となり、親会社株主に

帰属する四半期純利益は64百万円（前年同期比△39百万円、37.6％減）となりました。

　当第１四半期連結累計期間における報告セグメントの業績は次のとおりであります。

　日本における外部顧客に対する売上高は1,216百万円（前年同期比△51百万円、4.1％減）、営業損失は21百万円

（前年同期は営業利益2百万円）となりました。米国における外部顧客に対する売上高は574百万円（前年同期比△

143百万円、19.9％減）、営業利益は77百万円（前年同期比△27百万円、26.1％減）となりました。オランダにお

ける外部顧客に対する売上高は228百万円（前年同期比△14百万円、6.1％減）、営業利益は23百万円（前年同期比

△9百万円、29.1％減）となりました。中国における外部顧客に対する売上高は59百万円（前年同期比△2百万円、

4.2％減）、営業利益は0.7百万円（前年同期比△2百万円、79.2％減）となりました。

　また、当第１四半期連結累計期間の連結売上高に占める海外売上高は1,015百万円（前年同期比△161百万円、

13.7％減）で、その割合は48.9％となりました。

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は10,134百万円となり、前連結会計年度末に比べ384百万円の減

少となりました。これは主に受取手形及び売掛金の減少（△202百万円）、商品及び製品の減少（△22百万円）、

原材料及び貯蔵品の減少（△40百万円）、有形固定資産の減少（△70百万円）、投資その他の資産の減少（△16百

万円）等によるものであります。

　負債合計は3,103百万円となり、前連結会計年度末に比べ173百万円の減少となりました。これは主に支払手形及

び買掛金の減少（△78百万円）、賞与引当金の減少（△82百万円）等によるものであります。

　純資産合計は7,030百万円となり、前連結会計年度末に比べ210百万円の減少となりました。これは主に利益剰余

金の減少（△19百万円）、為替換算調整勘定の減少（△171百万円）等によるものであります。

　この結果、自己資本比率は66.8％となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は2,512百万円となり、前連結会計年度末に比べ9百万

円の減少となりました。

　当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは224百万円の純収入（前年同期は29百万円の純支出）となりました。これ

は主に税金等調整前四半期純利益93百万円、売上債権の減少による162百万円等の収入要因があったものの、法人

税等の支払額31百万円等の支出要因があったことによるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは42百万円の純支出（前年同期は120百万円の純支出）となりました。これ

は主に有形固定資産の取得による49百万円等の支出要因があったことによるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは121百万円の純支出（前年同期は137百万円の純支出）となりました。これ

は主に長期借入金の返済による38百万円、配当金の支払による74百万円等の支出要因があったことによるものであ

ります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は7,322千円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は

1,000株であり

ます。

計 12,000,000 12,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 12,000,000 － 600,000 － 53,746

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　25,000 －

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式

完全議決権株式（その他） 普通株式　11,939,000 11,939 同上

単元未満株式 普通株式　　　36,000 － 同上

発行済株式総数 　　　　　12,000,000 － －

総株主の議決権 － 11,939 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権の数6個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱ヤマダコーポレーショ

ン

東京都大田区南馬込　

1-1-3
25,000 － 25,000 0.20

計 － 25,000 － 25,000 0.20

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、青南監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,501,786 2,543,527

受取手形及び売掛金 1,685,406 1,482,876

有価証券 50,840 －

商品及び製品 1,362,364 1,339,625

仕掛品 304,657 341,972

原材料及び貯蔵品 525,628 484,888

繰延税金資産 132,505 125,551

その他 187,108 144,483

貸倒引当金 △8,320 △13,274

流動資産合計 6,741,976 6,449,651

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,568,866 1,524,071

土地 1,190,257 1,180,016

その他（純額） 593,623 578,552

有形固定資産合計 3,352,746 3,282,640

無形固定資産 49,705 43,953

投資その他の資産 ※１ 374,438 ※１ 357,822

固定資産合計 3,776,890 3,684,416

資産合計 10,518,867 10,134,067

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,370,549 1,291,778

短期借入金 120,000 120,000

1年内返済予定の長期借入金 192,484 186,730

未払法人税等 36,539 33,964

賞与引当金 123,050 40,594

未払費用 138,461 143,686

その他 106,493 133,161

流動負債合計 2,087,577 1,949,916

固定負債   

長期借入金 453,397 420,904

繰延税金負債 228,663 222,510

退職給付に係る負債 393,965 398,133

資産除去債務 20,349 20,349

長期未払金 32,270 32,270

その他 61,079 59,385

固定負債合計 1,189,726 1,153,553

負債合計 3,277,303 3,103,469
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 600,000 600,000

資本剰余金 58,187 58,187

利益剰余金 6,157,108 6,138,035

自己株式 △5,435 △5,929

株主資本合計 6,809,860 6,790,293

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 80,781 68,285

為替換算調整勘定 83,124 △88,302

その他の包括利益累計額合計 163,905 △20,017

非支配株主持分 267,797 260,322

純資産合計 7,241,563 7,030,598

負債純資産合計 10,518,867 10,134,067
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 2,290,426 2,078,226

売上原価 1,418,862 1,283,400

売上総利益 871,564 794,825

販売費及び一般管理費 ※１ 738,845 ※１ 679,643

営業利益 132,718 115,182

営業外収益   

受取利息 295 202

受取配当金 8,234 8,330

負ののれん償却額 1,222 1,222

為替差益 16,630 －

不動産賃貸料 2,482 8,323

その他 3,959 1,577

営業外収益合計 32,825 19,657

営業外費用   

支払利息 3,662 1,459

売上割引 3,448 3,219

為替差損 － 35,647

その他 20 1,216

営業外費用合計 7,130 41,542

経常利益 158,413 93,296

特別利益   

固定資産売却益 101 －

特別利益合計 101 －

特別損失   

固定資産処分損 24 －

特別損失合計 24 －

税金等調整前四半期純利益 158,490 93,296

法人税、住民税及び事業税 51,679 33,695

法人税等調整額 3,688 2,325

法人税等合計 55,367 36,020

四半期純利益 103,122 57,275

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △715 △7,475

親会社株主に帰属する四半期純利益 103,837 64,751
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 103,122 57,275

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 22,602 △12,495

為替換算調整勘定 52,551 △171,427

その他の包括利益合計 75,153 △183,923

四半期包括利益 178,276 △126,647

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 178,991 △119,171

非支配株主に係る四半期包括利益 △715 △7,475
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 158,490 93,296

減価償却費 132,871 82,561

負ののれん償却額 △1,222 △1,222

受取利息及び受取配当金 △8,530 △8,532

支払利息 3,662 1,459

売上債権の増減額（△は増加） 77,498 162,435

たな卸資産の増減額（△は増加） △112,151 △70,115

仕入債務の増減額（△は減少） △38,752 △42,251

その他 △40,661 31,402

小計 171,203 249,033

利息及び配当金の受取額 8,530 8,532

利息の支払額 △3,656 △1,441

法人税等の支払額 △205,248 △31,386

営業活動によるキャッシュ・フロー △29,171 224,737

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △5,500 △501

定期預金の払戻による収入 500 500

有形固定資産の取得による支出 △126,928 △49,965

有形固定資産の売却による収入 9,680 －

投資有価証券の取得による支出 △708 △863

その他 2,099 8,267

投資活動によるキャッシュ・フロー △120,857 △42,563

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 127,000 110,000

短期借入金の返済による支出 △115,000 △110,000

長期借入金の返済による支出 △48,061 △38,247

配当金の支払額 △93,514 △74,214

その他 △8,357 △8,666

財務活動によるキャッシュ・フロー △137,933 △121,127

現金及び現金同等物に係る換算差額 14,673 △70,148

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △273,288 △9,100

現金及び現金同等物の期首残高 2,822,639 2,521,907

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 2,549,350 ※１ 2,512,806
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

投資その他の資産 4,376千円 4,376千円
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年６月30日）

　当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年６月30日）

荷造・運賃 30,660千円 29,120千円

広告宣伝費 27,982 13,371

役員・従業員給与手当 284,825 286,064

賞与手当 38,653 40,056

法定福利費及び福利厚生費 60,190 56,760

賞与引当金繰入額 17,387 16,582

退職給付費用 14,501 17,323

減価償却費 37,733 26,969

支払賃借料 17,489 16,626

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

現金及び預金勘定 2,524,236千円 2,543,527千円

有価証券勘定（マネー・マネージメント・

ファンド）
50,829 －

預入期間が３か月を超える定期預金 △25,715 △30,720

現金及び現金同等物 2,549,350 2,512,806

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 83,829千円 7.00円  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 83,824千円 7.00円  平成28年３月31日  平成28年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
合計

 日本 米国 オランダ 中国

売上高      

外部顧客への売上高 1,267,797 717,536 243,244 61,847 2,290,426

セグメント間の内部売上高又は振替高 504,160 15,235 2,089 － 521,485

計 1,771,957 732,772 245,334 61,847 2,811,912

営業費用 1,769,538 628,070 212,571 58,155 2,668,336

セグメント利益又は損失（△） 2,418 104,701 32,763 3,692 143,575

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 143,575

セグメント間取引消去 11,886

棚卸資産の調整額 △22,743

四半期連結損益計算書の営業利益 132,718

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
合計

 日本 米国 オランダ 中国

売上高      

外部顧客への売上高 1,216,140 574,390 228,470 59,224 2,078,226

セグメント間の内部売上高又は振替高 412,163 16,353 1,363 － 429,880

計 1,628,304 590,743 229,833 59,224 2,508,106

営業費用 1,649,310 513,366 206,619 58,455 2,427,753

セグメント利益又は損失（△） △21,005 77,376 23,213 769 80,353

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 80,353

セグメント間取引消去 △25,133

棚卸資産の調整額 59,962

四半期連結損益計算書の営業利益 115,182

 

（金融商品関係）

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、注記を省略しております。
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（有価証券関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8円67銭 5円41銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
103,837 64,751

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
103,837 64,751

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,975 11,973

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月10日

株式会社ヤマダコーポレーション

取締役会　御中

 

青南監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　敏雄　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 松本　次夫　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマダ
コーポレーションの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４
月１日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連
結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマダコーポレーション及び連結子会社の平成28年６月30日
現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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